
 

四半期決算短信における適用初年度の対応について 

 

平成２０年４月１日以後に開始する事業年度又は連結会計年度より四半期報告制度が導入される

ことに伴い、企業会計基準委員会より「四半期財務諸表に関する会計基準」及び「四半期財務諸表に

関する会計基準適用指針」（以下、併せて「四半期会計基準等」）が公表され、また、「四半期財務諸

表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」及び「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法

に関する規則」（以下、併せて「四半期財務諸表等規則等」）が施行されています。 

したがって、四半期報告制度において作成される四半期財務諸表については、四半期会計基準等に

従い会計処理が行われた上で、四半期財務諸表等規則等に基づいて作成されることになります。しか

し、四半期報告制度の適用初年度においては、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算

書について、前年度の対応する四半期会計期間及び期首からの累計期間に関する四半期財務諸表の記

載を要しない旨が特に規定されています（「四半期財務諸表に関する会計基準」第２７項）。 

 

一方、当取引所において開示を求めている「四半期決算短信」については、当四半期の情報ととも

に前四半期の情報を開示することを求めています。 

このため、適用初年度における四半期決算短信についても、これまで開示を求めてきた「四半期財

務・業績の概況」における数値を前四半期の情報として記載することとなりますが、適用される会計

基準や用語、様式及び作成方法に関する規則が当四半期に係る財務情報と前四半期に係る財務情報と

の間で異なることとなるため、四半期決算短信の適用初年度においては、以下の通り所要の対応を取

っていただくようお願いいたします。 

 

【注】 当通知において対象となる箇所は、四半期決算短信において前四半期（連結）会計期間又は前四半期（連結）

累計期間に関する情報の開示が必要となる部分に限られます。 

したがって、四半期（連結）損益計算書に関する項目及び四半期（連結）キャッシュ・フロー計算書・セグメ

ント情報（開示する場合）が当通知の対象であり、四半期（連結）貸借対照表に関する項目については対象と

なりません。 

 

【サマリー情報】 
・「１．平成○年○月期第○四半期の連結業績」の連結経営成績に関する項目については、前四半

期及び当四半期の数値の両方を記載してください（前四半期の情報として、前年度の「四半期財

務・業績の概況」の数値を記載してください。）。ただし、前年同四半期増減率については、「－」

を記載してください。 

・「４．その他 (3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続・表示方法等の変更」

の「① 会計基準等の改正に伴う変更」については、「有」を選択してください。 

・「業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項」の欄には、「当期より四半期会計基準を

適用している旨」及び「当期より四半期財務諸表等規則等に基づき四半期（連結）財務諸表を作

成している旨」を記載してください（【記載例】参照）。 



【定性的情報・財務諸表等】 
 
・定性的情報の「４．その他 (3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方

法等の変更」には、「業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項」の欄と同様に、「四

半期会計基準の適用初年度である旨」を記載してください（【記載例】参照）。 

・財務諸表等（四半期（連結）損益計算書、四半期（連結）キャッシュ・フロー計算書、セグメン

ト情報）については、前四半期及び当四半期に係るものを記載してください（前四半期の情報と

しては、前年度の「四半期財務・業績の概況」において開示した財務諸表等を記載してください。

また、記載要領にあるとおり、四半期（連結）損益計算書及び四半期（連結）キャッシュ・フロ

ー計算書についての主な項目の増減は不要です。）。なお、前四半期に係る財務諸表等と、当四半

期に係る財務諸表等は並べて記載するのではなく、それぞれ別のページに記載してください。そ

の際には、当四半期に関する財務諸表等を先にまとめて記載し、前四半期に関する財務諸表等に

ついては、当四半期に係る財務諸表等の次にまとめて記載し、その冒頭に「参考資料」である旨

を明記してください。 
 
・四半期決算短信の財務諸表については、適用初年度では当四半期に係る財務諸表のみをＸＢＲＬ

形式により開示することに加え、ＰＤＦ形式による当四半期及び前四半期に関する財務諸表を別

途作成・提出することとなります（詳細は下記「※」以下をご参照ください。）。このＰＤＦ形式

により作成した財務諸表について、「５．四半期（連結）財務諸表」の表題の後（当四半期に係

る四半期（連結）貸借対照表の前）に「当期より四半期会計基準を適用している旨」及び「当期

より四半期連結財務諸表規則（四半期財務諸表等規則）等に基づき四半期（連結）財務諸表を作

成している旨」を記載してください（【記載例】参照）。 
 
※ この四半期決算短信の様式については、四半期報告制度と同様に、平成２０年４月１日以後開始する事業年度

に係る第１四半期より適用されます。 

※ 新様式による四半期決算短信のうち、サマリー情報については、新ＴＤｎｅｔ稼動当初（平成２０年７月初旬

稼動予定）からＸＢＲＬ形式によりご提出いただきますが、ＸＢＲＬ形式のファイルは、新ＴＤｎｅｔの機能

を用いて作成していただきます。 

※ 財務諸表についても、ＸＢＲＬ形式によりご提出いただくこととします。ただし、適用初年度は次の取扱いと

します。① 新ＴＤｎｅｔ稼動後、一定期間（おって、当取引所において決定する予定です。）は財務諸表につ

いてはＸＢＲＬ形式による提出は要せず、ＰＤＦ形式のみの提出となります。② ＸＢＲＬ形式により作成でき

る情報は当四半期分以降の情報のみとしているため、当該一定期間経過後、適用初年度においては、ＸＢＲＬ

形式による財務諸表（当四半期分）に加え、別途ＰＤＦ形式による財務諸表（前四半期分）の作成・提出が必

要となります。 

※ ＸＢＲＬ形式及びＰＤＦ形式での財務諸表の具体的な提出方法については、本年３月に開催予定の「新ＴＤｎ

ｅｔ稼動に関する端末操作説明」等に関する全国証券取引所等合同セミナーにてご説明いたします。 
  
【記載例（連結財務諸表作成会社の場合）】 

当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第１２号）及び「四半期

財務諸表に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第１４号）を適用しております。ま

た、「四半期連結財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。 


